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すべてのこども・青少年と子育て家庭を対象

こども・青少年とは、基本的におおむね0歳から
30歳代までを範囲とする
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第１期計画の趣旨・期間・対象

計画期間
平成２７年４月１日から令和２年３月３１日までの５年間

計画の対象

計画の趣旨
○（子ども・子育て支援法）
幼児期の学校教育・保育の総合的な提供や地域の子ども・子育て支援の充実を図るため、平成24年8月に「子ども・子育て支援法」を

はじめとする子ども・子育て関連三法が制定され、これらの法律に基づき、平成27年4月から「子ども・子育て支援新制度」が施行され
た。この法律のもとに、各市町村においては、各家庭のこども・子育て支援にかかる現在の利用状況や利用希望を把握したうえで、教
育・保育及び地域子ども・子育て支援事業の提供体制の確保の内容を盛り込んだ「市町村子ども・子育て支援事業計画」を5年1期として
作成し、計画的に整備・実施することとされている。

〇（次世代育成支援対策推進法）
次代を担うこどもが健やかに生まれ、かつ、育成される環境の整備を図るため、平成15年に制定された次世代育成支援対策推進法は、

平成26年度末までを期限とする時限法であったが、平成26年に改正され、法律の有効期限が10年間延長されるとともに、次世代育成支援
対策推進法に基づく計画の策定については任意化された。

○（こども・子育て支援計画）
本市では、「子ども・子育て支援法」に基づく計画と「次世代育成支援対策推進法」に基づく計画を一体のものとして作成することと

し、平成25年度に子育て世帯や若者を対象に実施したニーズ調査や意識調査を実施し、その調査結果もふまえて、「大阪市こども・子育
て支援計画（平成27年度～平成31年度）」を平成27年3月に策定した。



こども・子育て支援計画

教育振興基本計画
【H29〜R2】

生涯学習大阪計画
【H29〜R2】

地域福祉基本計画
【H30〜R2】

障がい者支援計画
【H30〜R5】
障がい福祉計画
【H30〜R2】
障がい児福祉計画
【H30〜R2】

ひとり親家庭等
自立促進計画
【H27〜H31】

男女共同参画
基本計画

【H28〜R2】

こどもの貧困対策
推進計画

【H30〜R4】

健康増進計画「すこやか
大阪21（第2次後期）」

【H30〜R5】
第3次食育推進計画
【H30〜R5】

ひとにやさしい
まちづくり
【H5〜】 安全なまちづくり

基本計画
【H14〜】

その他関連分野の計画
（読書活動、住宅、
公園、緑化、環境、
スポーツなど）

まち・ひと・しごと創生総合戦略
【H27〜H31】

 こども・子育て支援の基盤となる
施策を中心に策定

 関連するほかの計画については、
⻘少年やこども・⼦育て⽀援に関
する施策について、整合性を図り、
相互に補完・連携
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関連計画
◆本計画の関連計画

現役世代の活力は大阪の都市活力の源泉であり、現役世代が市内に住み、とりわけ若
者・女性が力を十分に発揮し、活躍できるよう、就労等を支援するとともに、未来へ
の投資として、子育て・教育環境を充実させます。子どもたちに直に響

く施策の展開、教育
を支える力の育成、
教育環境の継続的・
持続的な改善に取り
組んでいきます。

重視する視点
（１）こどもや⻘少年の⽣きる⼒の育成（２）切れ
目のない支援の推進（３）ひとり親世帯への支援の
充実（４）若年で親となった世帯への支援の充実
（５）社会的養護における自立支援の充実（６）社
会全体で取組みを推進
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計画を取り巻く状況
◆人口総数の推移
（全国・大阪府・大阪市との比較）

◆高齢者人口・年少人口の推移と推計（大阪市）

◆区別の人口の推移（平成22年・27年比較）

1950 1965 1980 1995 2010 2025 2040
昭和25年 昭和40年 昭和55年 平成7年 平成22年 令和7年 令和22年

（人） （人）

大阪市都市計画局調べ

（２データとも）大阪市都市計画局調べ

◆出生数の推移
（全国・大阪府・大阪市との比較）

出典：国勢調査、推計値は大阪市人口ビジョン（平成28年） 大阪市福祉局調べ
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こども・子育て支援に関するニーズ等調査の概要
次期「こども・子育て支援計画」を策定するにあたり、こども・子育て支援などに関する施策の必要量や施策

に対する意向を把握するために就学前児童、就学児童の保護者を対象にした調査を実施し、また、若者がおかれ
ている状況や今後の展望について正確にとらえることが必要であると考え、若者の生活実態や将来の生活設計に
関する意識について若者を対象にした調査を実施し、計画策定の基礎資料とするものである。

実施調査
大阪市こども・子育て支援に関するニーズ調査 大阪市次世代育成支援に関する

若者意識調査就学前児童用 就学児童用

対象者

市内に在住する就学前児童（0〜5歳
児）の保護者

市内に在住する就学児童（小学1年
⽣〜3年生）の保護者

市内に在住する15歳から39歳ま
での若者

住⺠基本台帳等から無作為抽出した
48,000人
（ただし、きょうだいで抽出された
家庭については、複数の調査票が届
かないよう調整したため、調査票送
付数については、44,116通）

住⺠基本台帳等から無作為抽出し
た12,000人
（ただし、きょうだいで抽出され
た家庭については、複数の調査票
が届かないよう調整したため、調
査票送付数については、11,918
通）

住⺠基本台帳等から無作為抽出し
た5,000人

調査方法
調査対象者に調査票を郵送により配
布し、郵送により回収。

調査対象者に調査票を郵送により
配布し、郵送により回収。

調査対象者に調査票を郵送により
配布し、郵送またはインターネッ
トにより回収。

調査期間 平成30年11月30⽇〜12月21日 平成30年11月30⽇〜12月21日 平成30年12月7⽇〜
平成31年1月11日

回収状況

有効回答数 19,739人
（有効回答率 44.7％）

有効回答数 5,359人
（有効回答率 45.0％）

有効回答数 1,126人
（有効回答率 22.5％）

（平成25年調査）
調査対象数 24,000人
有効回答数 10,840人
（有効回答率 45.2％）

（平成25年調査）
調査対象数 10,000人
有効回答数 4,771人
（有効回答率 47.7％）

（平成25年調査）
調査対象数 8,000人
有効回答数 2,154人
（有効回答率 26.9％）



放課後の居場所を提供する事業の利用状況
 放課後の居場所を提供する事業の利用状況について、平成
25年の調査結果と比べると、「利用している」の割合が
13.1％高くなっている。
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 児童いきいき放課後事業の利用頻度は、年齢別にみると、学年が上がる
につれて利用頻度が少なくなっている。

週４日以上利用 週１〜３⽇利⽤ 利用していない 無回答

児童いきいき放課後事業の利用頻度（H30 学年別）

利用している 利用していない
無回答

 放課後の居場所を提供する事業を利用している理由について、平
成25年の調査結果と比べると、「現在就労している」が8.2ポイン
ト高くなっている。
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 事業者に希望することは、「特になし」が42.6％で最も多いが、希望する
ことがある人では「習い事（英語や習字など）」が23.9％で最も多い。

事業者に希望すること（H30上位６項目）

(%)

こども・子育て支援に関するニーズ調査（就学児童）①
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こども・子育て支援に関するニーズ調査（就学児童）②
 参加したことがある活動については、「お祭り（盆踊りや区⺠まつり）などの地域に根差した活動」が70.7％で最も多く、次いで「子ども会活動」が27.3％、「スポー
ツ活動」が26.1％となっている。

 今後参加させたい活動については、「ものづくりなど体験学習活動」が31.3％で最も多く、次いで「スポーツ活動」が30.8％、「キャンプなどの野外活動」が28.9％と
なっている。

参加したことがある活動（H30-25比較）
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無回答
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こども・子育て支援に関するニーズ調査（就学児童）③
子育て環境

 子育てが地域の人や社会に支えられていると感じるかについては、「感じる」が69.9％、「感じない」が27.7％となっている。
 平成25年調査の結果と比べると、「感じる」は平成25年調査（61.2％）より8.7ポイント高くなっている。

子育てが地域の人や社会に支えられていると感じるか（H30-25比較）
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27.7 

32.9

2.5 
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感じる 感じない 無回答
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大阪市次世代育成支援に関する若者意識調査（15〜39歳）①

 社会生活や日常生活を円滑に送ることができていなかった経験があっ
たと回答した人に、その最大の原因についてたずねると、「不登校」
が14.5％で最も多く、次いで「ニート」が9.0％、「ひきこもり」が
6.2％となっている。また、「わからない」が31.4％を占めている。

社会生活や日常生活を円滑に送ることができていなかった最大の原因
（H30）

 社会生活や日常生活を円滑に送ることができていなかった経験については、「なかった」が28.2％で最も多く、次いで「どちらかといえばなかっ
た」が26.9％、「あった」が22.5％、となっている。「あった」と「どちらかといえばあった」をあわせて35.6％が『経験があった』と回答してい
る。

 平成25年調査の結果と比べると、「あった」と「どちらかといえばあった」をあわせた『経験があった』の割合が低くなっている。（平成25年：
46.4％、平成30年：35.6％）

社会生活や日常生活を円滑に送ることができていなかった経験（H30-25比較）

22.5 
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5.5 

1.0
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あった どちらかといえばなかった
どちらかといえばあった

なかった
わからない、答えられない

無回答

無回答

 現在またはこの1年以内に参加している活動については、「何もした
ことがない」が71.0％で最も多い。

 平成25年調査の結果と比べると、「何もしたことがない」のポイン
トが高くなっている。
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 将来の夢の有無については、平成25年の調査結果と比べると、「将
来の夢がある」と「ぼんやりとしたものだが将来の夢がある」をあ
わせての『将来の夢がある』の割合が低くなっている。（平成25
年：69.2％、平成30年：60.4％）
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将来の夢はまだない

無回答

将来の夢の有無（H30-25比較）

60.4％

69.2％

大阪市次世代育成支援に関する若者意識調査（15〜39歳）②

 社会や地域の人のために役に立ちたいと思うかについては、「まあ
そう思う」と「そう思う」をあわせた69.6％が社会や地域の人のた
めに役に立ちたいと考えている。

 平成25年調査の結果と比べると、割合に大きな変化はみられない。
（平成25年：71.8％、平成39年：69.6％）

社会や地域の人のために役に立ちたいと思うか（H30−25比較）
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 職業に対する考えについては、「私生活を犠牲にしてまで、仕事に打ち込むつもりはない」が48.0％で最も多く、次いで「やりがいのある仕事につ
いて頑張るのは人間にとって大事なことだ」が46.0％、「学校を卒業したら、早く就職して、親から経済的自立すべきだ」が38.6％となっている。

 平成25年調査の結果と比べると、「やりがいのある仕事について頑張るのは人間にとって大事なことだ」のポイントが16.0ポイント低くなってい
る。（平成30年：46.0％、25年：62.0％）

職業に対する考え（H30-25比較）上位５つ
48.0 

46.0 

38.6 

35.6 

35.2 

46.2

62.0

49.2

34.8

38.7

0 20 40 60 80

私生活を犠牲にしてまで、仕事に打ち込むつも
りはない

やりがいのある仕事について頑張るのは人間に
とって大事なことだ

学校を卒業したら、早く就職して、親から経済
的に自立すべきだ

働かないで暮らしていけるだけのお金があれば
働かずに暮らしたい

年齢や勤続年数よりも、能力や実績で地位や給
与が決まる方がよい

H30(n=1,126)
H25(n=2,154)

若者の考え
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計画策定にあたっての大阪市の課題①
計画策定にあたって、次のような課題があると考えられる。

◆こどもや青少年を取り巻く課題

大阪市 大阪市のこどもは、学力や自己肯定感が全国平均より低い状況にある。

大阪市 いじめの認知件数が増加し、不登校の児童・生徒の在籍比率についても増加傾向にある。
（３データとも）平成30年度「全国学力・学習状況調査」

41%

38%

34%

43%

41%

39%

12%

14%

17%

4%

7%

10%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

H30全国

H30大阪市

H29大阪市

自分には、よいところがあると思いますか
（小学校６年生）（大阪市）

当てはまる どちらかといえば、当てはまる
どちらかといえば、当てはまらない 当てはまらない
その他・無回答

68%

66%

68%

17%

17%

15%

9%

9%

9%

6%

8%

8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

H30全国

H30大阪市

H29大阪市

将来の夢や目標を持っていますか
（小学校６年生）（大阪市）

当てはまる どちらかといえば、当てはまる
どちらかといえば、当てはまらない 当てはまらない
その他・無回答

66%

51%

62%

49%

71%

55%

64%

52%

40%
45%
50%
55%
60%
65%
70%
75%

国語Ａ（知識） 国語Ｂ（活用） 算数Ａ（知識） 算数Ｂ（活用）

全国学力テスト 平均正答率
（小学校６年生）（大阪市）

大阪市 全国

4752

9125

16628

894 869 1224
0

2000
4000
6000
8000

10000
12000
14000
16000
18000

H27 H28 H29

いじめ認知件数（大阪市）

小学生 中学生

0.54 0.66 0.72

4.55 4.93 5.14

0

1

2

3

4

5

6

H27 H28 H29

不登校の児童・生徒の在籍比率（大阪市）

小学生 中学生
（２データとも）大阪市教育委員会事務局調べ
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計画策定にあたっての大阪市の課題②
◆子育てをめぐる課題①

大阪市 ・妊婦健康診査未受診や飛込み出産に至る理由としては、「知
識の欠如」が最も多く、次いで「経済的問題」となっている。

・子育てについて、「つらい」と感じる保護者が増えている。

69
84

82
110
112

61

0 50 100 150

Ｈ29
Ｈ28
Ｈ27
Ｈ26
Ｈ25
Ｈ24

妊産婦健康診査の未受診妊婦数（大阪市） 全体と10歳代妊産婦の未受診の理由（大阪府）

（２データとも）平成29年「未受診や飛込みによる出産等実態調査」（大阪府）
平成25・30年「こども・子育て支援
に関するニーズ等調査」（大阪市）

大阪市・利用保留児童及び待機児童
が発生している。

大阪市 ・⼤阪市は外国⼈住⺠が急増しており、政令指定
都市の中で外国人住⺠数・外国⼈住⺠⽐率が最
も高い状況である。

14.3%

16.7%

11.4% 12.0%
10.0%

14.0%

18.0%

H25 H30

子育てをつらいと感じるか（大阪市）

就学前児童 就学児童

保育所等利用待機児童数等の推移

44,669 45,497 46,150 47,623 
48,821 50,062 

51,271 52,804 
2,639 2,688 2,618 

2,485 
2,502 

2,611 
2,155 

2,295 664 

287 224 217 
273 325 

65 

28

0

200

400

600

800

35,000

40,000

45,000

50,000

55,000

H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1
在籍児童数 利用保留数 ※平成30年度より厚生労働省

新基準により集計上段は、在籍児童数＋利用

保留数

総務省「住⺠基本台帳に基づく⼈
口、人口動態及び世帯数」（平成30
年1月1日現在）を基に作成

⼤阪市こども⻘少年局調べ

外国⼈住⺠数の推移（各年12月末現在） 政令市外国⼈住⺠⽐率（上位10市）

（２データとも）⼤阪市市⺠局調べ

78.6%
77.5%

72.3%
73.9%

70.0%

75.0%

80.0%

H25 H30

子育てを楽しいと感じるか（大阪市）

0.0
10.0
20.0
30.0
40.0
50.0（%）

全体
10代妊産婦
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計画策定にあたっての大阪市の課題③
◆子育てをめぐる課題② ◆子育ち・子育て環境をめぐる課題

大阪市 ・こども相談センターで対応した虐待相
談件数が増加している。

大阪市 ・大阪市において、社会的養護が必要な
こどもの受け入れ先としては、児童養
護施設が中心である。

48.72

63.56

79.06

29.96

18.03

5.94

8.83

6.01

6.35

15.49

12.4

8.65

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

R11

R6

H29

児童養護施設等 グループホーム ファミリーホーム 里親

大阪市措置児童の入所先と計画数値

※ 目標値については、新たに策定する「大阪市社会的養育推進計画」
（今年度策定予定）で設定する。

大阪市 ・世帯の経済状況や生活状況がこどもの
生活や学習理解度に影響を与えている。

・ひとり親世帯や若年で親となった世帯
については生活の困難さがある。

（平成28年大阪市子どもの生活に関する実態調査）

大阪市 ・こどもの交通事故発生件数の負傷者数
が減少している。

・「自動車の通行が多いにもかかわらず
歩道や信号がない道路が心配」の割合
が高くなっている。

（平成30年大阪市こども・子育て支援に関する
ニーズ調査〈就学前児童用〉）

H26 H27 H28 H29 H30

件数 1,837 1,581 1,472 1,334 1,235

死者数 4 7 2 1 5

負傷者数 3,133 2,706 2,573 2,567 2,311

大阪府のこども（15歳以下でかつ中学生以下）の事故発生件数

大阪府警「大阪の交通白書」（平成30年版）

平成27年３月「大阪府社会的養護体制整備計画」を基に作成

⼤阪市こども⻘少年局調べ

実績

計画



【少子化対策】 【こども・子育て支援】 【次世代育成支援・その他】

平成15年

平成16年

平成21年

平成22年

平成24年

平成26年

平成27年

平成28年

平成29年

平成30年

平成31年

13

少子化社会対策基本法
（内閣府）

次世代育成支援対策推進法
（厚労省）

少子化社会対策大綱
（内閣府） 子ども・若者育成支援推進法

（内閣府）

子ども・子育てビジョン
（内閣府）

子ども・子育て支援関連３法
（内閣府・文科省・厚労省）

少子化社会対策大綱
（内閣府）

子ども・子育て支援新制度
本格施行

次世代育成支援対策推進法
延⻑（厚労省）

ニッポン一億総活躍プラン（内閣官房）

子育て安心プラン（厚労省）

新しい経済政策
パッケージ（内閣府）

働き方改革実行計画
（首相官邸）

結婚や子育てしやすい環境となるよ
う、社会全体を見直し、これまで以
上に少子化対策の充実を図る。

全ての若者が持てる能力を生かし自立・活躍
できる社会の実現を総がかりで目指す。

こども・子育て支援等にかかる国の施策

児童福祉法改正（厚労省）
児童福祉法の理念を明確化するとともに、⺟⼦健
康包括支援センターの全国展開、市町村及び児童
相談所の体制の強化、里親委託の推進等の所要の
措置を講ずる。

女性就業率80％にも対応できる約32万人
分の保育の受け皿を整備する。

⻑時間労働の是正、同⼀労働同⼀賃⾦
の実現などによる非正規雇用の処遇改
善等に取り組む。

少子高齢化という最大の壁に立ち向う
ため、「生産性革命」と「人づくり革
命」を車の両輪として取り組んでいく。

新・放課後子ども総合プラン（文科省・厚労省）
放課後児童クラブと放課後子供教室の両事業の計画的な整
備等を推進する。

子供・若者育成支援推進大綱
（内閣府）

子供の貧困対策に関する大綱
（内閣府・文科省・厚労省）

「希望出生率1.8」の実現に向けて、希望通りの人数の子供を持てない状況等を改善する。

子ども・子育て支援法改正
（内閣府・文科省・厚労省）

子育てを行う家庭の経済的負担の軽減を図るため、幼
児期の教育及び保育等を行う施設等の利用に関する給
付制度を創設する等の措置を講ずる。

子どもの貧困対策の推進に関
する法律（内閣府・文科省・厚労省）

児童虐待防止法改正（厚労省）



２基本方向 ３めざすべき目標像 ４はぐくみ指標

①こども・
⻘少年の
「生きる
力」を育成
します

■こどもや⻘少年が健全な⽣活習慣を⾝につけ、
自らを大切にするとともに、互いを尊重しあう仲
間づくりに努める
■こどもや⻘少年が社会のルールやマナーを守り、
地域への愛着心や貢献意欲を持つ
■若者が意欲を持って就業し、個性や才能を生か
して活躍しながら、経済的にも自立できる

○「自分によいところがある」と思
うこどもの割合
○「将来の夢や目標を持っている」
と答えるこどもの割合
○「人の役に立つ人間になりたい」
と思うこどもの割合

②安心して
こどもを生
み、育てら
れるよう支
援する仕組
みを充実し
ます

■保護者が安心や喜びを感じながらこどもを生み、
育てることができる
■妊産婦や乳幼児と保護者の健康や生命を守る安
心な環境が整っている
■多様な働き方や生き方を選択できる社会的な仕
組みが整い、希望する人が働き続けながらこども
を生み、育てることができる

○子育てについて「楽しいと感じる
ことの方が多い」と答える保護者の
割合
○「朝食を毎日食べていない」と答
えるこどもの割合
○25〜44歳の女性の有業率

③こども・
⻘少年や⼦
育て家庭の
セーフティ
ネットを確
立します

■健全な成⻑を阻害する危険な事象からこどもや
⻘少年を守る社会的な仕組みが整っている
■こどもや⻘少年がさまざまな困難を乗り越え、
社会の中で自立して生きていける
■さまざまな困難に直⾯するこどもや⻘少年、⼦
育て家庭を支える社会的な仕組みが整っている

○「子育てが地域の人に（もしくは
社会で）支えられている」と感じる
保護者の割合
○「子育てのストレスなどからこど
もにきつくあたってしまう」と答え
る保護者の割合
○「いじめはどんな理由があっても
だめだ」と思うこどもの割合

④こども・
⻘少年や⼦
育て家庭が
安全・安心
で快適に暮
らせるまち
づくりを進
めます

■こどもや⻘少年が⼤阪市で育つことを誇りに思
い、保護者が大阪市で子育てすることに満足を感
じる
■さまざまな危機事象からこどもや⻘少年、⼦育
て家庭を守る社会的な仕組みが整っている
■こどもや⻘少年に、さまざまな危機事象から⾃
ら身を守る力や共に助けあう意識が育っている

○「将来ずっと大阪市に住んでいた
いと思う」と答える若者の割合
○「お住まいの地域におけるこども
の遊び場に関して満足している」と
答える保護者の割合
○「お住まいの地域でこどもが巻き
込まれる事故や犯罪が増加してい
る」と感じる保護者の割合 14

基本的な考え方（第１期計画）

２基本方向

基本施策

施策

３めざすべき目標像

４はぐくみ指標

基本理念

重視する視点
１大阪市のまち像

第１期計画の構成 １大阪市のまち像
「人が財産」であることに重点を置いたこども・子育て支援施策を精力的に推進し、
『こどもたちの笑顔と個性が輝く、子育てしたいまち・大阪へ』
●こどもたちの笑顔がはじけ、こどもたちが未来を開くまち
●子育てに喜びと満足を感じるまち
●みんなで見守り、支えあうまち
●社会全体でこどもや⻘少年をはぐくむまち

次代の大阪を担うすべてのこどもた
ちが、安全で安心な環境の中で育ち、
豊かな心をはぐくみながら、個性や創
造性を発揮し、いきいきと自立して生
きる社会、こどもを生み、育てること
に安心と喜びを感じることのできる社
会を、市⺠と協働し、社会全体で実現
します。



15

基本的な考え方（第２期計画）
目標設定について、第１期計画では、施策の基本方向ごとの大きな方向

を示す「はぐくみ指標」を設定しているが、第２期計画では、それに加え、
毎年度の施策の到達状況を把握するため「重点施策」ごとに「施策目標」
を設定する。

Ⅳ基本方向

Ⅷ基本施策

Ⅸ施策

Ⅴ めざすべき目標像

Ⅵ はぐくみ指標

Ⅶ 重点施策

施策目標

第２期計画で追加

Ⅰ基本理念
Ⅱ重視する視点
Ⅲ 大阪市のまち像

第２期計画の構成

計画における10〜20年後の最終的にめざすまちの状態

５年を念頭に基本方向によって実現しようとする「大阪市の
まち像」に近づいた状態または寄与する状態

「めざすべき目標像」を客観的に測定できるよう数値化した
成果指標

例）子育てに喜びと満足を感じる

例）妊産婦や乳幼児と保護者の健康や生命を守る安心環境が整っている

例）妊娠・出産について満足している者の割合

「はぐくみ指標」の実現のために目標年次までの期間で最も
有効と考えられる方策
例）妊娠届出の早期提出及び定期受診に向けた支援体制の強化

「重点施策」の活動量や活動実績を測る指標

例）妊娠11週までの妊娠届出率、産婦健康診査受診率

（アウトカム指標）

（アウトプット指標）

8月部会

11月部会



次代の大阪を担うすべてのこどもたちが、安全で安心な環境の中で育ち、豊かな心をはぐくみ
ながら、個性や創造性を発揮し、いきいきと自立して生きる社会、こどもを生み、育てること
に安心と喜びを感じることのできる社会を、市⺠、団体、企業等と協働し、社会全体で実現し
ます。
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次代の大阪を担うすべてのこどもたちが、安全で安心な環境の中で育ち、豊かな心をはぐくみ
ながら、個性や創造性を発揮し、いきいきと自立して生きる社会、こどもを生み、育てること
に安⼼と喜びを感じることのできる社会を、市⺠と協働し、社会全体で実現します。

基本理念（第１期）

「Ⅰ 基本理念」①（事務局案）

大阪が持つ市民の力や多様な社会資源を有効に生かし、社会総がかりでこどもをはぐくむため
には、市民だけではなく、地域団体や企業等との連携等も重要

⼤阪市市⺠活動推進条例の前⽂
「個性豊かで活力に満ちた魅力ある地域社会を築くためには、行政だけでなく、市
民や、地域住民の組織、ボランティア団体、NPO等の市民活動団体、事業者がともに
地域社会の一員として、お互いの役割を認め合い、連携協力して地域社会が抱える
様々な課題解決に取り組んでいくことが求められている。」

基本理念（第２期）


